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外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成28年法律第89

号。以下「技能実習法」という。）の施行に伴い、技能実習法の所管省庁である法務省入

国管理局（以下「入国管理局」という。）と労働者災害補償保険法の所管省庁である厚生

労働省労働基準局（以下「労働基準局」という。）との間で、下記のとおり、技能実習法

施行前の技能実習制度の適用を受ける技能実習生（以下「旧制度の適用を受ける技能実習

生」という。）に対する適正な労災保険給付の確保に関し適切な運用を図るため、必要な

情報連携に関する措置を講ずることについて確認する。

記

１ 基本方針

入国管理局は、労働基準局に対し、保有する情報のうち、旧制度の適用を受ける技

能実習生に対する適正な労災保険給付の確保に関して必要な情報を提供するものとす

る。

２ 入国管理局が行う措置

入国管理局は、労働基準局に対し、旧制度の適用を受ける技能実習生に係る技能実

習実施困難時届のうち死亡事案に係る届の提出がなされた場合には、エクセル、ワード

又はＰＤＦのいずれかの保存形式により記録した電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）により、

当該情報をその都度提供するものとする。

３ 労働基準局が行う措置

労働基準局は、入国管理局から提供を受けた情報について、技能実習生に対する適

正な労災保険給付の確保を目的として利用するものとし、その他の目的で利用すること



や、他者に提供することは行わないものとするほか、情報の機密性を保持するものとす

る。

４ その他

本確認書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、入国管理局入国在留課

長と労働基準局補償課長が、その都度協議の上、決定するものとする。

５ 適用

本確認書の適用の開始日は、平成２９年１１月１日とする。


